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第１節 計画の概要 
 

１  計画の目的と役割 
［１］改定の趣旨 

本市は、平成 21 年３月に都市計画マスタープランを策定し、おおむね 20 年後であ

る令和７年度を目標年次として、土地利用の誘導や都市基盤の整備等に取組んできまし

た。 

しかし、本計画の策定から 10 年以上が経過し、その間に全国的な人口減少・少子高

齢化の顕在化をはじめ、大規模災害の頻発化や地球環境問題の深刻化等が進み、持続可

能な社会の要請が高まる等社会経済状況が大きく変化するとともに、まちづくりに関連

する法令の改正、「第５次八潮市総合計画（平成 28～令和７年度）」をはじめとする上

位関連計画の策定・改定等、まちづくりに関する制度や考え方にも変化が生じています。 

また、新庁舎整備によるシビックセンターの形成や北部拠点整備に伴う拠点の強化を

はじめとした、本市の魅力や利便性の向上を図る様々な事業が具体化しており、新たな

ニーズにも対応したまちづくりが求められています。 

こうした背景から、市内外の変化を前向きに捉え、本市の実情に即したまちづくりの

更なるステップアップを図る必要があることから、これからの 20 年後のあるべき都市

の姿とその実現に向けた取組方針を示すため、本計画を改定いたしました。 
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１ 計画の目的と役割

八潮市都市計画マスタープラン 

県の上位計画 
 

 

 

        等 

都市計画区域の整備、 

開発及び保全の方針 

八潮市内で定める都市計画等 

都市計画 

・区域区分 
・地域地区 
・都市施設 
・市街地開発事業 
・地区計画       等 

各部門のマスタープラン 

・景観基本計画 
・緑の基本計画 
 

等 
 

まちづくりの実践 
土地利用の誘導/道路や公園の整備/土地区画整理事業 等 

市の上位計画 

 

［２］計画の位置づけと役割 
本計画は、都市計画法第 18 条の２に基づく「市町村の都市計画に関する基本的な方

針」として、市民の意向を踏まえたうえで、第５次八潮市総合計画をはじめとする上位

計画等に即し定めます。 

また、総合計画に位置づけられる目標や方針、施策のうち都市計画に関係する内容に

ついて具体的に定めており、都市計画の決定・変更、部門別計画の策定の他、具体的な

まちづくりの実践にあたり指針となるものです。 

この計画を共有することで、市民、事業者、行政がそれぞれの適切な役割分担のもと

でまちづくりを進めていくことができます。 

 

■都市計画マスタープランの位置づけ 

  

八潮市総合計画 国土強靱化地域計画 
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全体構想 

地域別構想 

まちの将来像 
将来都市像/将来都市構造/まちづくりの基本方針 

分野別方針 

・土地利用 

・道路・交通 

・水と緑 

・住宅地 

・景観まちづくり 

・安全・安心 

・生活環境 

まちづくりの実現に向けて 

地域別方針 

 ・八條地域 

 ・潮止地域 

 ・八幡地域 

 

 

 

［３］計画の構成 
本計画は、大きく「全体構想」「地域別構想」で構成します。 

「全体構想」は、市全体のまちづくりの目標である「将来都市像」、将来のまちの骨格

となる「将来都市構造」、目標とする都市像を実現するための「まちづくりの基本方針」

により、まちの将来像を示しています。また、「まちづくりの基本方針」に基づいて展開

していくまちづくりの方針を分野別に定めた「分野別方針」で構成されます。 

「地域別構想」は、市域を区分し、全体構想との整合を図りつつ、地域の特性に応じ

たまちづくりの目標や整備の方針を示します。 

「まちづくりの実現に向けて」は、計画の推進に向けて、今後のまちづくりの進め方

や体制等についての基本的な考え方を示します。 

 

■計画の構成 
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１ 計画の目的と役割

２ 将来人口    

都市計画 

マスタープラン 

総合計画 

国土強靱化 

地域計画 

 

［４］計画期間 
本計画は、おおむね 20 年後の都市の姿を示すべく、令和５年度から令和 25 年度ま

でを計画期間としています。 

なお、計画期間内であっても上位計画や社会経済状況の変化等を踏まえて柔軟に改定

を行うものとします。 

 

■計画期間 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２  将来人口 
本市の目標人口は、「第５次八潮市総合計画」では 10 万人（令和７年度）としていま

すが、本計画の将来人口は「八潮市人口ビジョン」にある将来人口推計の数値を踏まえ、

令和 25 年の総人口を約８万５千人とし、ゆとりある快適なまちづくりを進めていきま

す。 

 

■将来人口の推計 
 

令和２年 

（2020） 

９万３千人 

令和７年 

（2025） 

９万５千人 

令和 25 年 

（2043） 

８万５千人 

人口（実績） 人口ピーク時 将来人口 

平成 21 年度 

（2009） 

平成 28 年度 

（2016） 

令和５年度 

（2023） 

令和８年度 

（2026） 

令和 26 年度 

（2044） 

平成 20 年度策定計画 

（平成 21～令和７年度） 

第４次(平成 21 
～平成 27 年度) 

令和４年度策定計画 

（令和５～令和 25 年度） 

第５次 
(平成 28～令和７年度) 

第６次 

令和３年度策定計画 

（令和４～令和８年度） 
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第２節 まちづくりの主要課題 
 

１  社会経済状況の変化 
［１］人口減少・少子高齢化 
（１）全国的な人口減少・少子高齢化の進行 

令和２年国勢調査では、令和２年の日本の総人口は約 1.26 億人（平成 27 年から

94.9 万人減、0.7％減）となっており、全国的に人口減少が進行しています。 

併せて、少子高齢化も一層進行し、生産年齢人口の減少により、経済規模が縮小して

います。 

また、道路や公共施設等の老朽化が進行し、公共投資や行政サービスの効率的・効果

的な提供・維持が求められる中、経常的な社会保障関連経費は増加を続け、社会資本整

備に充てる予算は減少傾向となっています。 

このような状況下でも適正な範囲内で都市機能の集約と居住地の誘導を図ることで、

市民の生活利便性の維持・向上、地域経済の活性化、行政サービスの効率化等の持続可

能なまちづくりが求められています。 

（２）空き家・空き地の増加 
全国的な人口減少に伴う空き家・空き地の増加により、低未利用地が時間的・空間的

にランダムに発生し、生活利便性の低下、治安・景観の悪化、地域の魅力の低下等の「都

市のスポンジ化」が顕在化しています。このような「都市のスポンジ化」に対応するた

め、空き家の調査や指導のほか、住宅ストックの利活用や「特定空家等」の認定による

是正命令等、空き家対策が求められています。 

 

［２］自然災害 
（１）頻発化・激甚化する自然災害への対応 

気候変動の影響により、大型台風や集中豪雨等の水害が頻発する中、切迫する首都直

下地震等、今まで経験したことのない大規模自然災害が予測されていることから、被害

を最小限にするため、多様な主体との連携・協働による防災・減災対策が求められてい

ます。 

今後は、国民生活や経済に甚大な影響を及ぼすおそれがある大規模自然災害に備える

ため、都市基盤整備や避難所の確保等のハード面とともに、ハザード情報の周知や防災

体制整備といったソフト面の見直し等、防災対策の強化が求められています。 
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１ 社会経済状況の変化 

［３］環境問題 
（１）グリーンインフラの推進 

人口減少・少子高齢化に対応した持続可能な社会の形成や安全・安心な国土形成が必

要とされていることから、自然環境が持つ防災・減災、地域振興、環境といった各種機

能を賢く利用するグリーンインフラが求められています。 

（２）脱炭素社会の実現 
昨今起こっている頻発化・激甚化する自然災害や異常気象は、地球温暖化による気温

上昇に起因すると考えられており、我が国を含む世界的な動きとして 2050 年までに

二酸化炭素等の温室効果ガスを吸収・除去して「排出量を差し引きゼロ」とするカーボ

ンニュートラルの実現を目標として掲げています。 

また、令和２年 10 月の臨時国会において 2050 年までに温室効果ガスの排出を全

体として実質ゼロにする「2050 年カーボンニュートラル」が宣言されています。 

このような社会状況の中、令和３年４月には、埼玉県東南部地域５市１町（八潮市、

草加市、越谷市、三郷市、吉川市、松伏町）の首長が、国際社会の一員として、圏域内

の住民や事業者等と協働し、将来にわたり持続可能な脱炭素社会の構築に向けて取組む

「ゼロカーボンシティ」を共同宣言しています。 

 

［４］官民連携のまちづくり 
（１）市民や事業者等との協働によるまちづくりの推進 

地域価値の向上を図るため、市民・事業者・地権者等による主体的な取組であるエリ

アマネジメント、公共施設の建設・維持管理・運営の際に民間資金やノウハウ等を活用

する PPP/PFI 手法等の積極的な導入が求められています。 

 

［５］急速な技術革新 
（１）デジタル社会の実現 

ＩＣＴやＡＩ、新型コロナウイルス感染拡大を契機に加速化したＤＸの推進等による

生産性向上が期待されています。 

まちづくり分野においては、交通混雑情報や遅延情報の提供、自動運転による交通安

全性の向上が可能となる超スマート社会（Society 5.0）の実現等、進化が目覚ましいデ

ジタル技術を様々な分野において活用・導入することが求められています。 
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［６］持続可能な社会の実現 
（１）ＳＤＧｓの推進 

ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）とは、

2015 年９月の国連サミットで採択さ

れた、国連加盟 193 か国が 2016 年～

2030 年の15 年間で持続可能な社会を

実現するために掲げた国際目標です。 

国際目標は、産業と技術革新の基盤づ

くりや、住み続けられるまちづくり等の

様々な課題を包括的に掲げた 17 のゴール・169 のターゲットから構成されています。 

本市においても、まちづくりと関連する目標を踏まえ、持続可能なまちづくりに取組

むことが求められています。 
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２ 本市の特性 １ 社会経済状況の変化 

２ 本市の特性 

 

２  本市の特性 
［１］沿革 

本市の面積は 18.02km２で、埼玉県の東南

部、都心から北東約 15km の位置にあり、東

は三郷市、南は足立区・葛飾区、西と北は草加

市に接しています。中川低地の南端に位置し、

中川と綾瀬川に挟まれた自然堤防と後背湿地

からなり平坦な地形をなしています。 

昭和 31 年に、八條村・八幡村・潮止村の３

村が合併し、八潮村となりました。都心に近い

立地から、都市化が急速に進み、昭和 39 年に

町制、昭和 47 年に市制を施行しました。ま

た、高速外環状道路や都市高速道路三郷線等

の広域幹線道路の整備により、県内はもとよ

り東京都や千葉県、茨城県への広域的なアクセス性が高まるとともに、平成 17 年８月

には、つくばエクスプレスの「八潮駅」が開業したことにより、都心へ約 20 分で行け

るアクセスの良さを背景に商業施設の進出、宅地開発による人口増加等、新たな賑わい

を創出しています。 

 

■本市の沿革 

年 次 内 容 

明治 

明治 

４ 

22 

年 

年 

（1871） 

（1889） 

埼玉県に編入 

八條村・八幡村・潮止村の成立 

昭和 

昭和 

昭和 

昭和 

昭和 

昭和 

昭和 

昭和 

31 

35 

39 

40 

43 

46 

47 

60 

年 

年 

年 

年 

年 

年 

年 

年 

（1956） 

（1960） 

（1964） 

（1965） 

（1968） 

（1971） 

（1972） 

（1985） 

八潮村（八條村・八幡村・潮止村の３村合併）の成立 

工場誘致条例制定 

八潮町制施行 

草加都市計画区域編入 

埼玉県施行により草加・八潮工業団地を造成 

住宅公団により八潮団地、八潮伊草団地を造成 

八潮市制施行 

都市高速道路三郷線開通 

平成 

平成 

平成 

平成 

平成 

平成 

平成 

３ 

４ 

16 

17 

21 

23 

24 

年 

年 

年 

年 

年 

年 

年 

（1991） 

（1992） 

（2004） 

（2005） 

（2009） 

（2011）

（2012） 

生涯学習都市宣言 

高速外環状道路開通 

東埼玉道路（一般部）開通 

つくばエクスプレス開通、八潮駅開業 

八潮駅南口供用開始、健康・スポーツ都市宣言 

八潮市みんなでつくる美しいまちづくり条例、自治基本条例施行 

平和都市宣言 

令和 ４ 年 （2022） 市制施行 50 周年 

草加市 
三郷市 

足立区 

葛飾区 

東京都 

埼玉県 

千葉県 
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62,734
67,635

72,473 75,322 74,954 75,507
82,977 86,717

93,363 95,115 93,414 90,611 87,730 84,442

30.7%

14.6% 12.1% 10.0%

65.0%
69.8% 62.9%

58.1%

4.1%

15.4%
22.8%

31.8%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

昭和55年
(1980年)

昭和60年
(1985年)

平成2年
(1990年)

平成7年
(1995年)

平成12年
(2000年)

平成17年
(2005年)

平成22年
(2010年)

平成27年
(2015年)

令和2年
(2020年)

令和7年
(2025年)

令和12年
(2030年)

令和17年
(2035年)

令和22年
(2040年)

令和27年
(2045年)

年少人口（0〜14歳） 生産年齢人口（15〜64歳） 老年人口（65歳以上）
年少人口比率 生産年齢人口比率 老年人口比率

（人）
平成17年

つくばエクスプレス開通

実績値 推計値

目標年次

令和２５年 8.5万人

令和７年

人口ピーク

 

［２］都市の特性 
（１）人口動向 

本市の総人口は昭和 55 年代から増加傾向で推移していましたが、平成７年以降は横

ばいで推移しています。その後、平成 17 年８月のつくばエクスプレス八潮駅開業を背

景に増加に転じて、平成 22 年には８万人を突破し、令和２年には約 9.3 万人となって

います。 

また、人口構造では、昭和 55～平成２年までは老年人口が非常に少ない構造でした

が、平成 17 年には老年人口比率（15.4％）が年少人口比率（14.6％）を上回り、令

和２年には老年人口比率が 20％を超えています。 

さらに、平成 17 年のつくばエクスプレ

ス八潮駅開業と、駅周辺地域の住宅地開発

の影響等により、八潮市人口ビジョンでは

令和７年まで人口増加が続くものと予測し

ています。この推計による人口構成では、年

少人口と生産年齢人口の割合は年々緩やか

に減少する一方、老年人口割合は、令和 27

年に 30％以上に上昇するものと見込まれ

ています。 

 

■人口の推移と将来見通し 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

出典：（実績値）国勢調査（～R2）、（推計値）八潮市人口ビジョン（H27） 

八潮駅周辺の住宅街 
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２ 本市の特性 

（２）世帯動向 
本市の世帯数は、昭和 55 年以降一貫して増加傾向で推移しており、平成 17 年８月

のつくばエクスプレス八潮駅開業を背景にさらに増加し、令和２年には 42,183 世帯

となっています。 

一方で、一世帯あたり人員は、核家族化の進行や単身世帯の増加等を背景に、昭和 55

年以降減少傾向となっています。 

世帯構成では、高齢化や核家族化の進展に伴って、高齢夫婦のみ世帯及び高齢者単身

世帯が増加傾向で推移しています。 

また、子育て世帯（18 歳未満の子をもつ世帯）は、昭和 55 年以降は減少傾向で推

移していましたが、つくばエクスプレス開通の平成 17 年から増加に転じており、令和

２年には 6,733 世帯と平成７年と同程度となっています。 

■総世帯数と一世帯あたり人員の推移 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

■高齢者世帯と子育て世帯の推移 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

17,937 19,612 
22,223 

24,725 25,919 27,495 
32,467 

35,763 
42,183 

3.5 3.4 3.3 3.0 2.9 2.7 2.6 2.4 2.2
0.0
1.0
2.0
3.0
4.0
5.0
6.0
7.0
8.0
9.0

0
5,000

10,000
15,000
20,000
25,000
30,000
35,000
40,000
45,000

昭和55年
(1980年)

昭和60年
(1985年)

平成2年
(1990年)

平成7年
(1995年)

平成12年
(2000年)

平成17年
(2005年)

平成22年
(2010年)

平成27年
(2015年)

令和2年
(2020年)

(人／世帯)(世帯)

総世帯数 1世帯当たり人員

327 
1,095 

1,921 
2,768 

3,427 
3,675 

122 156 245 413 
686 

1,282 
2,065 

2,853 
3,531 

9,423 9,030 

7,842 

6,577 
5,752 

5,305 
6,047 6,252 

6,733 

0.0%
6.0%
12.0%
18.0%
24.0%
30.0%
36.0%
42.0%
48.0%
54.0%
60.0%

0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000
8,000
9,000

10,000

昭和55年
(1980年)

昭和60年
(1985年)

平成2年
(1990年)

平成7年
(1995年)

平成12年
(2000年)

平成17年
(2005年)

平成22年
(2010年)

平成27年
(2015年)

令和2年
(2020年)

(世帯)

高齢夫婦のみ世帯 高齢者単身世帯
夫婦と子供（18歳未満）からなる世帯 高齢夫婦のみ世帯の割合
高齢者単身世帯の割合 夫婦と子供（18歳未満）からなる世帯の割合

598 

※「高齢夫婦のみ世帯の割合」は、平成 2 年から公表                    出典：国勢調査 
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（３）人口密度分布 
本市の人口は、市街化区域のうち、特に土地区画整理事業が完了した区域に集中して

います。 

■人口密度分布（令和２年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：国勢調査（R2） 

八潮駅 
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２ 本市の特性 

（４）昼夜間人口及び通勤・通学による流出入人口 
本市の夜間人口と昼間人口はともに、平成 17 年から増加傾向で推移しており、令和

２年には夜間人口 93,363 人、昼間人口 86,772 人となっています。昼夜間人口比率

をみると、平成 17 年に 100％を超えましたが、それ以降は減少傾向となっており、令

和２年には 92.9％となっています。 

また、令和２年の国勢調査によると、通勤・通学における流出先・流入元で最も多い

のは東京都で、その他主要な流出先・流入元として草加市や三郷市、越谷市となってお

り、本市との関係性が強いことが伺えます。 

■昼夜間人口の推移 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■通勤・通学における主要な流出先・流入元の割合 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国勢調査(R2) 

八潮市 

春日部市

2.5% 

松戸市 

2.7% 

川口市 

4.3% 

草加市 

10.5% 21.1% 

吉川市 

3.8% 

流山市 

2.0% 

三郷市 

6.9% 12.5% 

越谷市 

4.0% 10.0% 

八潮市 

凡例 
流入 
流出 

75,127 74,943 75,343

82,977

86,717

93,363

73,075 74,672
75,808 80,999

83,432
86,772

97.3%

99.6%
100.6%

97.6%

96.2%

92.9%

90.0%

92.0%

94.0%

96.0%

98.0%

100.0%

102.0%

65,000

70,000

75,000

80,000

85,000

90,000

95,000

平成７年
（1995年）

平成12年
（2000年）

平成17年
（2005年）

平成22年
（2010年）

平成27年
（2015年）

令和２年
（2020年）

（人）

夜間人口 昼間人口 昼夜間人口比率

東京都 

59.4% 24.5% 

出典：国勢調査 
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（５）土地利用現況 
本市の土地利用の構成は、令和２年時点で自然的土地利用が 16.9％（305.07ha）、

都市的土地利用が 83.1％（1496.93ha）となっています。 

市街化区域では、「住宅用地」が 32.7％（428.15ha）を占めており、次いで「工業用

地」が 21.8％（285.6ha）となっていることから、工業都市としての面が見られます。 

市街化調整区域では、自然的土地利用が半数程度を占めていますが、既存集落をはじめ

とする「住宅用地」のほか、駐車場や資材置場等の「その他の空地」も多くみられます。 

※自然的土地利用：田、畑、山林、水面、その他の自然地 

都市的土地利用：上記以外の土地利用 

※割合は GIS 求積値を四捨五入しているため、合計は 100％とならない場合もある 

 

■区域区分別の土地利用の状況 

 

 

 

出典：令和２年度都市計画基礎調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 田

36.29ha
2.0%

0.65ha
0.0%

35.64ha
7.2%

 畑

107.62ha
6.0%

46.86ha
3.6%

60.76ha
12.3%

 山林

1.90ha
0.1%

0.44ha
0.0%

1.46ha
0.3%

 水面

100.92ha
5.6%

10.33ha
0.8%

90.59ha
18.3%

 その他の
自然地

58.34ha
3.2%

1.43ha
0.1%

56.91ha
11.5%

 住宅
用地

473.89ha
26.3%

428.15ha
32.7%

45.74ha
9.3%

 商業
用地

74.20ha
4.1%

65.15ha
5.0%

9.05ha
1.8%

 工業
用地

320.81ha
17.8%

285.60ha
21.8%

35.21ha
7.1%

 農林漁業
施設用地

1.02ha
0.1%

0.99ha
0.1%

0.03ha
0.0%

 公益
施設用地

97.35ha
5.4%

65.25ha
5.0%

32.10ha
6.5%

 道路
用地

303.16ha
16.8%

245.39ha
18.8%

57.77ha
11.7%

 交通
施設用地

5.61ha
0.3%

5.11ha
0.4%

0.50ha
0.1%

 公共
空地

47.26ha
2.6%

24.50ha
1.9%

22.76ha
4.6%

 その他の
空地

173.63ha
9.6%

128.15ha
9.8%

45.48ha
9.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

凡例

八潮市全域

市街化区域

市街化調整区域

（％） 

都市的土地利用 自然的土地利用 その他 

出典：都市計画基礎調査(R2) 
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２ 本市の特性 

■土地利用現況図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

八潮駅 

出典：都市計画基礎調査（R2） 

八潮駅 
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（６）公園・緑地 
令和３年度における都市公園数は 79 箇所、面積は 19.44ha、１人当たり面積にす

ると 2.08 ㎡/人となります。整備年数をみると、整備後 20 年以上経過している都市公

園の割合は７割を超えており、老朽化の進行が伺えます。 

また、市内の緑被では、特に中川河川敷に田畑が集中しており、緑が多くなっています。 

 

■都市公園と緑被分布の重ね図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：八潮市内の公園数、場所、供用開始日、面積調書(R3) 

埼玉県 身近な緑現況調査及び分析業務委託調査報告書(R2.2） 

八潮駅 
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２ 本市の特性 

■都市公園の整備年数 

 
  

29.1% 12.7% 15.2% 43.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

割合

整備後20年未満 整備後20年〜30年未満 整備後30年〜40年未満 整備後40年以上

出典：八潮市内の公園数、場所、供用開始日、面積調書（R3） 

中川周辺地区優良農地 松之木公園 
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（７）公益施設の分布状況 
医療・子育て・介護施設等は、市街化区域内において広く点在しています。各施設の

徒歩利用圏は、住宅系用途地域を中心に市街化区域をおおむねカバーしていることから、

一定の生活利便性が確保されているものと捉えることができます。 

また、行政サービス施設等は、工業用地が多い浮塚地区、大曽根地区や木曽根地区、

二丁目地区周辺を除く市街化区域内に広く分布しており、八潮市公共施設マネジメント

基本計画に基づき、計画的な維持管理や整備等が図られています。 

■医療施設            ■子育て施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■介護施設等           ■行政サービス施設等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

八潮駅 

八潮駅 

八潮駅 

八潮駅 

（R3.6 時点） （R3.4時点）

（R2.10時点） （R4.2時点）
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２ 本市の特性 

（８）空き家の状況 
令和元年度に実施した八潮市空家現況調査によると、市内の空家は311件あります。

建物用途では住宅が 271 件となっており、築年数では築 30 年以上が 206 件となっ

ています。また、総合評価では、非常に悪いを示す D ランクが 10.3％を占めています。 

 

■建物用途       ■築年数 

 
 
 
  
 
 
 
 
 
 

■総合評価 
 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：八潮市空家現況調査(R1) 
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11.6%
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26.4%

10.3% A：良い
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C：悪い
D：非常に悪い



 

20 

 

（９）主要道路網 
広域の都市間を連絡する自動車専用道路

は、都市高速道路三郷線及び高速外環状道

路が市内を通っており、また、近隣の都市

間を連絡する広域幹線道路として草加三郷

線等が整備され、体系的な道路ネットワー

クが形成されています。 

 

 

 

 

 

 

 

■広域道路ネットワークの状況 ■国道・県道の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

  

八潮越谷線 

道路種別 

高速自動車国道・都市高速道路 

国道・主要地方道 

道路種別 

高速自動車国道 
都市高速道路 

一般国道 

主要地方道 
（都道府県道） 

一般都道府県道 



 

21 

２ 本市の特性 

（１０）公共交通網 
市内には鉄道交通として、つくばエクス

プレスが通っており、東京都千代田区から

茨城県つくば市までを結ぶ重要な公共交通

となっています。乗車数は増加傾向で推移

していましたが、令和２年度には新型コロ

ナウイルス感染拡大の影響により減少に転

じたものの、令和 3 年度には約 20,000 人

まで回復しています。 

バス交通は、市が運営しているコミュニ

ティバスと民間路線バスが市内の広範囲を

運行しています。 

運行便数は、八潮駅周辺や草加駅と伊草団地を結ぶ区間等、１日 50 本以上の運行エ

リアが多いものの、八條地区や古新田地区等で 10 本未満の区間も存在しています。 

■鉄道の利用状況（つくばエクスプレス） 

駅 名 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 
乗 ⾞（⼈） 乗 ⾞（⼈） 乗 ⾞（⼈） 乗 ⾞（⼈） 乗 ⾞（⼈） 乗 ⾞（⼈） 

八潮駅 20,613 22,414 23,956 24,809 18,955 20,477 
出典：埼玉県統計年鑑 

■鉄道ネットワークと鉄道駅の位置図 ■公共交通空白・不便地域 
（運行本数は平日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

つくばエクスプレス 

※利用圏域は鉄道駅から半径１㎞、バス停から半径 300ｍ 

出典：八潮市地域公共交通計画（R3） 
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（１１）交通手段利用率 
市民の主な交通手段として、自動車が最も多く利用されており、平成 10 年と比べて

減少しているものの、平成 30 年では 42.9％を占めています。自動車に次いで自転車

（19.5％）、鉄道・地下鉄（15.7％）が多く利用されています。また、平成 10 年から

鉄道・地下鉄は増加傾向、路線バスは横ばいと公共交通の利用がみられる中で、自転車

や徒歩の割合は減少傾向となっています。 

 

■代表交通手段利用率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

■目的別交通分担率（平成 30 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：東京都市圏パーソントリップ調査 
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２ 本市の特性 

（１２）洪水・浸水 
本市は、三方を中川、綾瀬川、垳川、大場川に囲まれており、市域の大部分の標高が

低くなっています。 

特に利根川において、想定最大規模降雨※１ による河川氾濫が起きた場合、市域の大

部分が洪水・浸水想定区域となります。 

また、ハザードマップでは、市域の大部分では１週間程度（一部の地域では、２週間

程度）浸水し続けることが想定されていることから、被災時の対応として自宅の上階で

はなく、本市よりも標高が高く浸水しない市外の地域（川口市方面・松戸市方面）に避

難するよう周知されています。 

 

■浸水継続時間※２ 

■利根川が氾濫した場合の浸水想定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１：指定の前提となる降雨は、利根川流域、八斗島上流域の 72 時間総雨量 491mm 

※２：浸水の深さが 0.5m 以上になってから浸水が引いて 0.5m 未満になるまでの時間 
  

出典：八潮市洪水地震ハザードマップ 
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（１３）地震 
東京湾北部地震が起きた場合、震度６弱以上の揺れが想定され、全市的に建物倒壊の

恐れや液状化等大きな影響を及ぼすことが想定されています。 

 

■液状化の危険性 

 

 

 

 

 

 

 

 

■建物倒壊危険度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：八潮市洪水地震ハザードマップ 
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２ 本市の特性 

（１４）消費動向 
本市における主要な購買行動をみると、市内購買率が低下しており、市外へと流出し

ている傾向となっています。 

 

 

 

■食料品、日用雑貨等    ■洋服、衣料品等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■家具、家電等     ■家族で買物を楽しむ場合 
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出典：埼玉県広域消費動向調査報告書 
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（１５）農業 
農家数は、平成７年の 413 戸から減少傾向で推移し、令和２年には 126 戸となって

おり、25 年間で 287 戸が減少しています。 

経営耕地面積は、平成７年の 237ha から減少傾向で推移し、令和２年には 82ha と

なっています。 

農業産出額は、平成 26 年の 14.6 億円から増加傾向で推移していましたが、平成 28

年の 15.3 億円をピークに減少に転じ、令和２年には 6.7 億円となっています。 

 

■農家数及び経営耕地面積の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■農業産出額の推移 
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出典：農林水産省「市町村別農業産出額（推計）」 

出典：農林業センサス 
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２ 本市の特性 

（１６）工業 
事業所数は、平成 24 年の 648 事業所から減少傾向となっており、令和３年には 554

事業所となっています。従業者数は、平成 26 年の 13,412 人から減少傾向で推移して

おり、令和３年には 11,966 人となっています。 

製造品出荷額等は、平成 24 年の 3,349 億円から増加傾向で推移しておりましたが、

令和２年には 3,658 億円と減少しています。 

■工業における事業所数・従業者数・製造品出荷額等の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１７）卸売業・小売業 
事業所数は、平成 24 年の 509 事業所から増加傾向となっており、平成 28 年には

593 事業所となっています。従業者数は、平成 24 年の 4,187 人から増加傾向となっ

ており、平成 28 年には 5,083 人となっています。 

また、年間商品販売額は、事業所数及び従業者数の増加に伴って平成 24 年の

1,864.64 億円から増加していましたが、平成 26 年以降に減少に転じて、平成 28 年

には 2,362.96 億円となっています。 

■卸売業・小売業における事業所数・従業者数・年間商品販売額 
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12,46712,114
13,412 12,904 12,692 12,633 12,718 12,641 11,966
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出典：経済センサス-活動調査、経済センサス-基礎調査 

(2012 年)(2013 年)(2014 年)(2016 年)(2017 年)(2018 年)(2019 年)(2020 年)(2021 年) 

出典：経済センサス-活動調査、経済センサス-基礎調査、工業統計調査 
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［３］市民意向 
本計画の見直しにあたっては、各種アンケート調査やオープンハウス等を通じて、市

民意向を幅広く収集しました。 

（１）市民意向調査の概要 
１）アンケート調査 

本計画の今後の目標設定や施策等の検討に反映できるよう、まちづくりに関わる現状

や課題を把握することを目的として実施しました。 

①市民アンケート調査 
【調 査 対 象】3,000 人（18 歳以上の無作為抽出） 

【調 査 方 法】郵送での配布及び回収 

【調 査 期 間】令和３年８月 10 日（火）～８月 31 日（火） 

【回収数・回収率】891 票（29.7％） 

②中学生アンケート調査 
【調 査 対 象】市内中学校５校に通学する２年生全員（682 名） 

【調 査 方 法】各学校での配布及び回収 

【調 査 期 間】令和３年７月５日（月）～７月 20 日（火） 

【回収数・回収率】605 票（88.7％） 

２）オープンハウス 
計画の存在や性格、市の都市計画に関連した現況について市民等に広くＰＲするとと

もに、生の声を確認することを目的として実施しました。 

【調 査 場 所】八潮駅、フレスポ八潮及び八潮市役所 

【調 査 期 間】令和４年１月 11 日（火）～１月 22 日（土） 

【回 答 者 数】358 人 

 
 ０-19 歳 20-39 歳 40-59 歳 60-79 歳 80 歳以上 計 

市内 30 82 65 92 22 291 
10.3% 28.2% 22.3% 31.6% 7.6% 100.0% 

市外 ２ 21 25 16 ３ 67 
3.0% 31.3% 37.3% 23.9% 4.5% 100.0% 

合計 32 103 90 108 25 358 
8.9% 28.8% 25.1% 30.2% 7.0% 100.0% 

  

八潮市役所（1 階ロビー） 八潮駅改札前 フレスポ八潮 
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２ 本市の特性 

（２）市民意向調査の結果 
１）市民アンケート 
①本市の印象について 
 本市の総合的な評価では「良い傾向※」が過半数を上回っています。 

「良い傾向※」が多い項目は、「住む場所として」が最も多く、次いで「他のまちに行

きやすい場所として」、「買い物や必要なものを入手する場所として」の順となってい

ます。特に「買い物や必要なものを入手する場所として」は前計画策定時から評価が

高くなっています。 

 一方、「良くない傾向※」が多い項目は、「文化や歴史を感じる場所として」が最も多

く、次いで「レクリエーションを楽しむ場所として」、「スポーツを行う場所として」

の順となっています。 

※良い傾向：「良いと感じている」＋「どちらかというと良いと感じている」  

※良くない傾向：「良くないと感じている」＋「どちらかというと良くないと感じている」 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

「買い物や必要なものを入手する場所とし

て」は、前計画策定時の 34.7％から 14.6 ポ

イント向上しており、市民からの評価が高ま

っています。 

(％) 

29.3

8.3

5.9

32.9

7.6

16.0
2.9

3.6

2.0

6.7

51.7

40.4

35.2

42.9

38.5

43.3

16.5

25.0

17.1

48.4

13.8

34.2

37.9

15.7

36.0

28.6

50.5

45.1

53.0

33.7

4.6

12.0

15.0

5.6

14.0

10.2

27.0

22.7

24.6

8.6

0.6

5.1

5.8

2.9

3.8

1.8

3.0

3.6

3.4

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ア．住む場所として

イ．働く場所として

ウ．学ぶ場所として

エ．他のまちに行きやすい場所として

オ．自然の豊かさを感じる場所として

カ．買い物や必要なものを入手する場所として

キ．レクリエーションを楽しむ場所として

ク．スポーツを行う場所として

ケ．文化や歴史を感じる場所として

コ．総合的な評価について

良いと感じている どちらかというと良いと感じている
どちらかというと良くないと感じている 良くないと感じている
無回答

【参考︓前計画策定時との⽐較】 

前計画策定時の市民意向（平成 19 年調査） 

買い物や必要なものを

入手する場所として 
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②将来期待するまちの姿について 
 「防犯性の高い安心なまち」が最も多く、次いで「買い物に便利で、働く場となる産

業が発展した活気のあるまち」、「自然災害に強い安全なまち」の順となっています。 

 
 

項目 回答数 
期待する人の割合 

買い物に便利で、働く場となる産業が発展
した活気のあるまち 

443  

公共交通が充実したまち 263  

交通安全の対策が充実しているまち 225  

河川や農地等を活かした水と緑が豊かな
まち 

137  

公園が充実したまち 146  

年齢や国籍、障がいの有無等に関わら
誰もが暮らしやすいまち 

185  

防犯性の高い安心なまち 481  

自然・歴史・文化に配慮した美しい景観、
街並みのあるまち 

112  

自然災害に強い安全なまち 366  

市民活動が盛んで賑わいのあるまち 63  

環境にやさしいまち 92  

その他 65  

無回答 10  

※１人３項目まで回答できるため、回答者数と回答数は一致しない。 

  

49.7%

29.5%

25.3%

15.4%

16.4%

20.8%

54.0%

12.6%

41.1%

7.1%

10.3%

7.3%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ず、
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２ 本市の特性 

 

22.6 33.6 41.2

無回答 住みたい 住みたくない わからない 

２）中学生アンケート 
①本市への愛着の有無 
 本市を「好きな傾向※」が 64.8％、「嫌いな傾向※」が 33.2％となっています。 

 また、「好きな傾向」は前計画策定時から評価が高くなっています。 
 

 
 
 
 
 
 
 
※好きな傾向：「好き」+「どちらかといえば好き」  

※嫌いな傾向：「好きではない」+「どちらかといえば好きではない」 

 

 

 

  

 
 
 
 

②将来社会人になっても、八潮市内に住み続けたいかどうか 
 将来の定住意向として、「住み続けたい」が、「住み続けたくない」の半数以下となっ

ています。 
                     

 

【参考︓前計画策定時との⽐較】  

前計画策定時の市民意向（平成 19 年調査） 

「好きな傾向」は、前計画策定時の 58.0％から 6.8 ポイント向上しており、本市への愛着が

高まっていることが伺えます。 

前計画策定時の市民意向（平成 19 年調査） 

「定住意向」は、前計画策定時

の22.6％から8.2ポイント低

下しています。 

【参考︓前計画策定時との⽐較】 

17.7 47.1 20.8 12.4 2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

好き どちらかといえば好き どちらかといえば好きではない 好きではない 無回答

14.4 32.4 48.9 4.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

住み続けたい 住み続けたくない わからない 無回答
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③20 年後の八潮市はどんなまちになってほしいか 
 「買い物に便利で、働く場となる産業が発展した活気のあるまち」が最も高く、次い

で「防犯性の高い安心なまち」、「交通事故に対する安全性が高いまち」の順となって

います。 
 

※１人３項目まで回答できるため、回答者数と回答数は一致しない。 

 

  

項目 回答数 
期待する人の割合 

買い物に便利で、働く場となる産業が発展
た活気のあるまち 

345 
 

公共交通が充実したまち 115 
 

交通事故に対する安全性が高いまち 182 
 

河川や農地等を活かした水と緑が豊かな
148 

 

公園が充実したまち 130 
 

年齢や国籍、障がいの有無等に関わらず、
誰もが暮らしやすいまち 

148 
 

防犯性の高い安心なまち 222 
 

自然・歴史・文化に配慮した美しい景観、
街並みのあるまち 

123 
 

自然災害に強い安全なまち 178 
 

市民活動が盛んで賑わいのあるまち 67 
 

環境にやさしいまち 165 
 

その他 41 
 

無回答 32 
 

57.0%

19.0%

30.1%

24.5%

21.5%

24.5%

36.7%

20.3%

29.4%

11.1%

27.3%

6.8%

5.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

まち

し
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２ 本市の特性 

３）オープンハウス 
①20 年後の八潮市はどんなまちになってほしいか 
 20 年後の本市に期待することとして、アンケートの上位３項目をみると、「住みやす

いまち」、「安全・安心なまち」、「移動がしやすいまち」となっています。 

 また、年代別・居住地別においても、同様の結果が見られました。 

■全体：年代別回答数 

 

 

 

 

 

 

 

■市内：年代別回答数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■市外：年代別回答数 
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■オープンハウスのアンケート項目 

 

項目 例示内容 

住みやすいまち 
商業・医療・福祉・子育て施設等の立地誘導 
交通利便地域での工業団地の誘導 
土地区画整理事業による住宅地の形成  等 

良好な住まいづくり 
住工混在エリアにおける居住・操業環境の保護 
空き家の発生予防や利活用 
住宅のバリアフリー化、不燃化、耐震化の推進  等 

移動がしやすいまち 
公共交通の利便性・快適性の向上 
道路や歩道・自転車通行空間の整備 
交通安全対策の充実  等 

水と緑が共生・調和したまち 
農地の保全・活用 
公園の整備や維持管理の推進 
河川や用水路等の水辺の親水化  等 

安全・安心なまち 
堤防の強化や調整池の整備による治水対策 
避難場所・避難路の整備 
防災拠点となる公園の整備  等 

景観に優れたまち 
農地や河川による自然を中心とした景観づくり 
地域の特性に応じた景観づくり 
道路空間の屋外広告物や電柱・電線等のルール化  等 

環境に優しいまち 

高断熱化や省エネ設備の普及等、環境配慮に優れた住まい
づくり 
再生可能エネルギーの利活用の促進 
河川の水質汚濁防止のための公共下水道の早期整備  等 
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２ 本市の特性 

（３）市民意向の総括 
１）市民アンケート 
・本市の印象について 

総合的な評価では良い印象が過半数を上回っており、中でも「住む場所」や「移動

のしやすさ」等の項目において高い評価となっています。 
 

・将来期待するまちの姿 

「買い物に便利で、働く場となる産業が発展した活気あるまち」、「防犯性の高い

安心なまち」、「自然災害に強い安全なまち」等が多く求められています。 

 
２）中学生アンケート 
・市への愛着度について 

高い評価を得ている一方、将来の定住意向は「住み続けたい」が「住み続けたくな

い」を下回る結果となっています。 

 

・将来期待するまちの姿 

「買い物に便利で、働く場となる産業が発展した活気あるまち」、「防犯性の高い

安心なまち」、「交通事故に対する安全性が高いまち」等が多く求められています。 

 
３）オープンハウス 
・将来期待するまちの姿 

「住みやすいまち」、「移動がしやすいまち」、「安全・安心なまち」が上位に挙がっ

ており、市民及び中学生アンケートの結果と同様の結果となっています。 

 

 

 

以上の市民意向から、住む場所や働く場所として利便性や安全性の

高い都市になることが求められており、これらのまちづくりを推進す

ることで、市への満足度や定住意向の向上につながるものと考えます。 
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３  主要課題 
本市の特性や市民意向を踏まえ、全国的な社会経済状況の変化を見据えながら、これ

からのまちづくりにおける主要課題を次のように整理しました。 

 

（１）コンパクトな都市構造 
今後の人口減少・少子高齢化の本格的な進行に伴い、コミュニティの衰退や市街地の

空洞化等が懸念されています。 

そのため、適正な範囲内で人口密度が維持できるよう、利便性の高い八潮駅等を中心

として都市機能の維持・集積や居住地の誘導を図るとともに、拠点間や居住地を結ぶ多

様な手段による公共交通ネットワークや歩きたくなる空間を充実させ、暮らしやすさを

支える生活利便性の高い集約型都市構造（コンパクト・プラス・ネットワーク）の構築

に取組む必要があります。  

 

 

 

（２）安全・安心な都市 
全国的に頻発化・激甚化する台風や大雨に伴う水害、切迫する首都直下地震への備え

として、治水対策や避難場所、防災拠点の整備が求められています。これらの災害リス

クに対し、市民や事業者の不安感に対応すべく、ハード・ソフト両面による都市の防災

性・減災性の向上に取組む必要があります。  

また、安全で快適な都市生活を送るため、道路や歩行空間の安全性の向上や、犯罪の

ない都市の形成が求められています。そして、多世代が安心して暮らせるよう、市民一

人ひとりや地域コミュニティと連携した地域の防犯性、交通安全性も含めた安全・安心

のまちづくりに取組む必要があります。 

 

 

 

  

○日常生活を支える都市機能の維持・集積 

○地区特性等に応じた居住地の誘導 

○拠点間や居住地等を効率的・効果的に結ぶ多様な手段によるネットワークの形成 

○自然災害に強いまちづくりの推進 

○交通安全対策の推進 

○安全・安心な防犯力の向上 
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３ 主要課題 

（３）環境負荷の少ない都市 
本市は、三方を河川に囲まれた地形的特徴があり、また葛西用水をはじめとした農業

用水も市街地を流れ、貴重な水辺空間が身近に感じられます。市街地には、公園や農地

が点在しており、このような自然環境は動植物の貴重な生息・生育空間になっているほ

か、日常生活の潤いややすらぎ、交流の場となっていることから、保全や活用が求めら

れています。 

都市環境の面では、限られた資源の利活用による資源循環型社会の形成や環境負荷軽

減による脱炭素社会の形成が求められています。都市と自然が共生できる環境を目指し、

地域資源や自然環境に配慮した持続可能なまちづくりの推進に取組む必要があります。  

 

 

 

（４）効率的に管理された都市ストック 
本市の公益施設は、建設後 30 年が経過しているものが全体の６割を超えており、維

持管理や更新に要する費用は大きな負担となることが懸念されています。また道路や下

水道、公園等の都市ストックについても適正な整備や維持管理が求められています。 

利用状況や優先度等から適宜見直しを行い、民間活力の導入等も検討しながら、一斉

に老朽化する都市ストックを戦略的・計画的に整備・維持管理することで、安全で効果

的な都市基盤の確保に取組む必要があります。 

 

 

 

（５）賑わいと活力にあふれる都市 
本市の一部地域では、住工混在地域の存在等、生活の基盤である居住環境の改善が求

められています。さらに、今後の人口減少や少子高齢化の進行による未利用地の増加や

産業等の担い手不足による都市の魅力や活力の低下が懸念されています。また、商業や

集客施設等の誘導による賑わい創出等、買い物利便性やそれに伴う地域の活性化が求め

られています。 

都心に近い立地優位性による交通利便性を活かした就業の場の確保や地域産業の活

性化等、都市の活力向上に資する土地利用の展開・誘導とともに、ＩＣＴ等の新たな技

術の導入による効率的で利便性・快適性の高いまちづくり等、定住促進・交流人口の増

加に向けた活力ある都市の形成に取組む必要があります。 

○自然資源の保全・活用 

○環境負荷の少ないまちづくり、脱炭素社会に向けた取組の推進 

○都市ストックの最大活用と適正な維持管理 

○民間活力の導入 

○就業の場の確保や地域産業の活性化 

○都市の活力向上に資する土地利用の展開・誘導 

○ＩＣＴ等の新たな技術の導入による利便性・快適性の向上 



 

 

 

 




